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＜全体会合＞ 

 

片瀬裕文・経済産業省経済産業審議官  

 開会挨拶＆キーノートスピーチ 

  

第６回日本カザフスタン経済官民合同協議会」の日本側議長を務めます経済産業審議官の

片瀬と申します。本協議会の開催にあたりご尽力頂いた、ハイロフ・投資発展省次官、エシ

ムベコフ・カザフスタン日本経済委員会会長、太田・日本カザフスタン経済委員会会長を始

めとする、日本、カザフスタン双方の政府、関係機関、企業の皆様に心から感謝申し上げま

す。 

また、今回、ナザルバエフ大統領に同行して来日されたカザフスタン政府、民間企業のリ

ーダーの皆様を心から歓迎いたします。 

昨年 10 月、安倍総理大臣が日本企業ミッションと共にカザフスタンを訪問し、ナザルバエ

フ大統領との間で両国の経済関係の強化を確認するとともに、企業間ではエネルギー、農業、

交通、物流等の幅広い分野において具体的な協力が進んできました。 

今回、ナザルバエフ大統領の訪日に併せ、約 120 名のカザフスタン政府及び企業の代表団

と、200 名を超える日本企業からの参加を含む約 240 名の日本側の参加を得て、この協議会

を東京において開催できますことは、両国間のビジネスの発展に向けた強い関心の表れと思

います。 

日カザフスタン間の経済関係に目を向けますと、両国間の貿易総額は順調に拡大し、日本

側統計によれば 2014 年には過去最高の 14.2 億ドルに達しました。2015 年は、資源価格の下

落の影響もあり、カザフスタンの自動車市場が縮小したため、日本からの主要輸出品である

自動車の輸出が減少し、貿易総額は 10.5 億ドルにとどまりました。IMF によれば、カザフス

タン経済は 2017 年からは、プラス成長に戻ると予想されており、両国間の貿易も回復すると

予想されます。 

日本からカザフスタンへの直接投資は、2015 年は約４億ドルで、近年堅調に推移していま

す。昨年 10 月に、日カザフスタン投資協定が発効したことを受け、今後の両国間の投資の拡

大が期待されています。 

今後の日本・カザフスタン間の協力の方向性としては、エネルギー及びエネルギー関連産

業、農業、物流などが挙げられると思います。エネルギー分野では、2007 年以来、カシャガ

ン油田、ハラサン及びアパックのウラン鉱山開発・生産の共同プロジェクトが既に進展して

います。カシャガン油田は本年 10 月に生産を再開し、さらに新たな協力として、JOGMEC

がレアアースの共同調査を開始したところです。エネルギー関連産業としては、ガソリンな

どの石油製品の増産に向けた製油所の近代化や、石油化学分野には日本企業も関心を有して
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います。 

また、カザフスタンにおいては、原子力発電所の新規導入が検討されているところ、昨年

10 月に締結された企業間の MOU に基づいた協力が進むことを期待しています。 

2017 年には「未来のエネルギー」をテーマにアスタナ国際博覧会が開催されます。日本館

は「Smart Mix with Technology」と題し、省エネ・新エネ、原子力・高効率火力、水素社会な

どの展示を計画しています。これをきっかけに、日本の技術への理解が更に深まり、エネル

ギー分野での協力が更に進展することを期待しています。 

カザフスタンは、肥沃な黒土の穀倉地帯に、日本の農地面積の約５倍にあたる約 2,400 万

ha の畑作農地を有しています。一方で、麦類に生産が偏り、また昔ながらの栽培方法のため

収穫量が不安定であるという課題を抱えています。従って、農業は、日本の栽培技術により、

両国が Win-Win の関係を築ける分野であります。すでに、我が国の企業がカザフスタンの農

業法人に資本参加をし、業務提携を行う動きが生まれています。今後、このような取組が更

に拡大することを期待しています。 

また、漢方の原料となる甘草についても、日本企業が加工業を年内に開始するなどの取り

組みが始まっており、農業や食品分野において様々な協力が広がることを期待しています。 

ユーラシア大陸の中央に位置するカザフスタンは、ユーラシア大陸を東西に結ぶ鉄道のう

ち、チャイナ・ランドブリッジを擁する物流の要です。日本の物流企業も、中国～欧州間の

輸送について、定時輸送、ドア to ドアデリバリー、小口貨物などの高品質サービスをセール

スポイントに参入を始めています。カザフスタンと中国の国境にある経済特区では、日本企

業が倉庫業への参入を予定しています。交通や都市インフラに関しては、鉄道運行や交通制

御システムなどの分野に、日本企業が関心を有しており、今後協力が発展することを期待し

ています。また、アスタナ国際博覧会を契機として、カザフスタンの観光業が発展すること

が期待され、日本の旅行会社との間の協力も進んでいます。 

日カザフスタン間の協力を更に進めていくためには、課題も存在します。カザフスタンに

おいて、製造業を育成していくためには、その裾野を支える中小企業の育成が必要です。カ

ザフスタン側のご要望があれば、日本がこれまで培ってきた中小企業政策の経験を基にした

協力を進めたいと考えています。 

カザフスタンに投資を呼び込むためには、透明性があり安定したビジネス環境が重要です。 

日本の産業界からは、投資協定の発効、日本人に対する査証免除措置の延長といったこれま

での取り組みを高く評価する一方で、許認可等の行政手続や通関手続、税制の透明化、合理

化、外国人労働許可制度の緩和などが必要との要望があると承知しています。カザフスタン

政府におかれましても、日本企業の声を聞いて頂き、より一層ビジネスがしやすい環境の整

備に尽力頂くことをお願いしたいと思います。 

最後に、本日の官民合同協議会での議論を通じて、日カザフスタン間のビジネスが進展し、
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我が国とカザフスタンとの経済関係がより一層発展することを祈念して、私の挨拶とさせて

頂きます。ありがとうございました。 
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ハイロフ・カザフスタン共和国投資･発展省次官 

開会挨拶＆キーノートスピーチ 

 

日本は、カザフスタンにとって、信頼関係に基づく戦略的パートナーであります。近年、

両国の政治、通商、経済関係は活性化しております。特に昨年は安倍総理がカザフスタンを

訪問、また現在、ナザルバエフ大統領が来日し、両国の関係強化を物語っております。 

日本はカザフスタンへの最大の投資国のひとつであり、投資協力は安定的に拡大しており

ます。そしてその一方でカザフスタンでは法整備が進んでおり、これも協力関係の活性化に

おいて大事なものでございます。 

2014 年 10 月には、日・カザフスタン投資協定が調印され、また同じ年の７月から１年間、

日本人は 15 日間であれば査証なしでカザフスタンへの渡航が可能となりました。この制度は

2017 年まで延長されています。そして、今回のナザルバエフ大統領訪日の機会を利用し、直

行便の整備も進んでおります。これらは、両国間のビジネス、通商、経済、社会面での関係

強化を益々迅速化させるものであると信じております。 

現在、カザフスタンには日本資本の入った 50 以上の合弁会社が存在、日本との協力分野と

しては、機械製造、農業、鉱業、金属産業、運輸・ロジスティック、化学分野でも協力が進

んでおります。特に、トヨタ自動車とは良い関係を築いており、カザフスタン国内で「フォ

ーチュナー」という車種を生産しております。 

両国間では、これまで 10 以上の投資プロジェクトを実施し、現在、投資総額 20 億ドルの

７案件が進行中です。今後も投資総額 10 億ドルにのぼる 12～15 案件が新たに実施される予

定で、両国政府間でこれらプロジェクトの実現にかかる効率的サポートが必要となります。

現在、カザフスタン政府は、投資環境整備をダイナミックに進めており、Doing Business の

格付けは第 35 位となっております。OECD の投資委員会にも参加を果たし、投資に関するさ

まざまな整備がなされているところです。この 10 年間で投資環境の整備を行ってきた結果、

直接投資額は 2,200 億ドルに達しております。投資家に対しては、様々な優遇策が存在し、

例えば、化学、石油化学、冶金、建材、機械製造分野といった優先分野におけるプロジェク

トでは、法人税及び土地税が 10 年間、資産税が８年間免除となります。また、外国人労働者

を誘致する場合、投資プロジェクト実施中及び稼動後１年間は、許認可なしで自由に労働者

を誘致できます。 

現在、ナザルバエフ大統領のもと、多数のプログラムが存在する中で、「ヌルルィ・ジョリ」

では特に運輸・ロジスティック、工業、エネルギーインフラの整備に力を入れています。ま

た現在、ハイテク工業加工品の輸出の発展を目指す工業プログラムの第二段階に入ったとこ

ろでもあります。日本企業にとっては、特に関心のある分野だと思います。カザフスタンの

企業とともに、もしくは日本企業単独で、中央アジア、ロシア、中国などの市場向けに活動
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して頂ければと思います。 

カザフスタンは、天然資源が非常に豊富な国であり、石炭、ウラン、クロム、亜鉛、金、

銀の埋蔵量では世界のトップ 10、そして鉄鉱石、ボーキサイト、モリブデン、銅、鉛などは

トップ 20 に入っております。これらを加工し、高付加価値製品を生み出すため、イノベーシ

ョン、IT 化の推進が非常に重要であり、日本企業の技術、経験が必要とされております。 

カザフスタンは、中央アジアのビジネスにおいて、トランジット、ロジスティックスのハ

ブと位置づけられています。ロジスティックス面では、新たなシルクロードを作るという構

想もあります。 

2017 年に国際博覧会が開催される会場では、国際金融センターが機能する予定です。同セ

ンターでは、英国登記法にて投資管理を行い、ビザ制度の簡素化等、様々な優遇策が準備さ

れますので、ぜひ日本の皆様にも、カザフスタンで活動する際に活用してもらいたいと思い

ます。 

さらに、現在カザフスタンでは、キーとなる分野において、国営企業の民営化にかかる大

型プログラムが実施されるところであり、これも皆様に関心を持って頂けるものと思います。

大使館にも情報がございますので、ぜひお問合せください。 

ご列席の皆様、本日は、協力関係について討議いたしますが、さまざまな分野での対話を

続け、実質的な協議を行い、具体的プロジェクト実施の条件を整えるための作業となります。

特に、付加価値の高いハイテク製品生産について、大きな関心がございます。 

この度の訪日においては、航空当局間でのメモランダム調印により、空の橋が渡されるこ

とを願っております。これにより、ビジネス交流、及び一般の交流も増えるものと思われま

す。 

最後に、非常に温かいおもてなしに感謝申し上げたいと思います。私は寒い雪のアスタナ

より参りましたが、皆様がアスタナに来て頂ければ、その温かいお心でアスタナの雪を溶か

してくださることと思います。 
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パネルディスカッション 

 

太田道彦・日本カザフスタン経済委員会会長/丸紅㈱ 副会長 

 

本日のパネルディスカッションのテーマと進行につき、一言ご説明申し上げます。パネル

ディスカッションのテーマ、それは本協議会自体のテーマでもございますが、「日本・カザフ

スタン経済関係のための優先課題―新分野開拓への具体的アプローチ」となっております。

すなわち、キーワードは「新分野開拓」です。過去およそ 10 年にわたり、順調に拡大してき

た日本とカザフスタンの間の貿易は、国際エネルギー価格の下落を背景に、昨 2015 年より大

幅に縮小、残念ながらその傾向は本年も続いております。カザフにおける地下資源開発を中

心に、一時、増加傾向にあった日本からの投資も減速感が否めません。 

こうした現状は、これまで、日本のカザフスタンからの資源輸入と、日本からの自動車輸

出という２分野に特化、依存してきた両国関係が、成長の限界に達したことを示すものだと

も考えられます。では、日本とカザフスタンとの関係が、現在の国際環境に適応し、次の段

階に進むためには、何が必要であり、どのような方策をとるべきでしょうか？この問題意識

こそが、今回、本協議会のテーマとして、「新分野開拓への具体的アプローチ」を設定した背

景であります。 

これから、各パネリストの皆様には、持ち時間を厳守頂きながら、それぞれのお立場から、

二国間経済関係拡大へ向けた取り組みについて、新しい有望分野の開拓、あるいは何らかの

新しいアプローチという観点から、順次ご発言頂きます。そのあと、ごく短い時間とはなっ

てしまいますが、パネリスト間での自由討議の時間を設けたいと存じます。 

それでは私より、当社丸紅のカザフスタンにおける事業の現状につきまして、ご紹介させ

て頂きます。当社は、1993 年にアルマトィに事務所を開設して以来、23 年間にわたりカザフ

スタンで活動しており、2010 年にはアスタナにも事務所を開設致しました。その間には、ア

スタナ空港建設への EPC 参画、アティラウ製油所の改修、ハラサン・ウラン鉱山への参画、

及びウラン生産のための硫酸工場の建設など、カザフスタンのインフラ、エネルギー産業に

おいて多くの実績を築いて参りました。また、本年５月には、新たに外国投資家評議会のメ

ンバーにも加えて頂き、活動の場を広げていきたいと考えております。 

今回の協議会において、当社は新たに３件の覚書を締結する予定ですが、そのうち、本協

議会のテーマである「新分野開拓への具体的アプローチ」に相応しい取り組み案件について

紹介を致します。当社は、カザフスタンの逼迫する水需要に応えるべく、造水事業における

相互協力に関わる覚書を、カザフスタンの関係先と締結予定です。この後に行われます第１

分科会「日本・カザフスタン経済関係発展における新分野」において、発表の機会を頂きま

した。詳細をお聞き頂ければ幸甚です。 
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また、高純度テレフタル酸及びポリエチレンテレフタラートプラント建設プロジェクトの

共同実施につきましても、覚書を締結し、ペットボトル製造原料を生産するプラントの建設

に貢献致したいと考えております。 

最後になりますが、ツーリズムの発展も新分野開拓のひとつと考えております。今回の協

議会の第２分科会のテーマである「未来のエネルギー～EXPO2017 と観光」にても取り上げ

られております。当社は、EXPO2017 にて、日本の優れた先進技術を紹介する日本パビリオ

ンの設営についても最大限の協力をしたいと考えております。当社の事業紹介は以上とさせ

て頂きます。 

 

エシムベコフ・カザフスタン日本経済委員会会長 

 

カザフスタン側を代表し、私の方からもご挨拶申し上げます。 

日本側の皆様、協議会の開催及びナザルバエフ大統領訪日に対するご尽力に感謝申し上げ

ます。 

カザフ側の皆様、昨今の危機的な状況から、今回の協議会に参加頂けるのか心配でしたが、

皆様の関心が非常に高いこともあり、このような会議が実現いたしました。日本側の皆様と

の実り多き話し合いを期待したいと思います。 

私が本協議会の共同議長を務めるのは５回目となりますが、双方の関心の高まりを実感し

ています。カズネクスインベストからも、両国のさまざまなビジネスが行われていると聞い

ております。 

ハイロフ氏からもお話がありましたが、現在、カザフスタンでは、外国ビジネス誘致のた

めの環境整備が行われております。いくつかのプロジェクトがうまく進んでいないという問

題もありますが、その問題とは、情報が正確に伝わっていないという点があるのかもしれま

せん。例えば、プロジェクトの具体的内容が正確に伝わらなかったり、私どもの計画が十分

でなく、計画上のミスがあるのかもしれません。これらは、私どもとしてもしっかり進める

べきことで、政府が改善を積極的に推進していることでございます。 

本日のディスカッションは、非常に興味深いものです。EXPO については、先ほど太田様

からもお話がありましたが、日本企業の方々より参加の意思表示頂いております。それに関

連して、交通やインフラのテーマも取り上げられることとなっております。投資に関しても、

興味深いお話が聞けることと思っております。それぞれ簡単な発表になるとは思いますが、

各々が重要なテーマです。 

日本側の皆様には、すでにカザフスタンにて長年ビジネスをされている方々もいらっしゃ

いますので、今後もさらにご活躍頂ければと思います。 
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木下雅之・日本カザフスタン経済委員会副会長／三井物産㈱顧問 

 

只今、ご紹介に与りました、三井物産の木下です。早いものでもう１年が経ちましたが、

私も日本カザフスタン経済委員会の一員として、安倍総理とともに昨年、アスタナを訪問さ

せて頂きました。本日はカザフスタンと日本の貿易投資に関わるビジネスリーダーの皆様と、

再び東京でお会い出来まして、誠に嬉しく存じます。 

この１年間、世界情勢には様々な変化がありました。今年２月には、アジア太平洋地域 12

カ国の閣僚が環太平洋パートナーシップ協定（TTP）に署名しました。現在、各国が発効に

向け国内の手続きを進めています。国境を越えた変革を起こす、グローバリゼーションの新

しい潮流を促す、この TPP には、12 カ国以外の国々も関心を表明しています。一方で、それ

とは逆行する、ともすれば「孤立主義、保護主義」とも言える動きがいくつも起こっている

ことは、皆さまご存じの通りです。これは貿易投資拡大や雇用創出を阻害するものと考えて

おります。 

また１年前は１バレル 50 ドル程度だった原油価格は、年初には 20 ドル台まで、下落しま

した。資源価格の低迷により、資源開発に向けた投資が、全世界で抑制されています。現在、

50 ドル程度に戻しておりますが、資源価格上昇にはまだ紆余曲折があるでしょう。 

こうしたなか、ここ１年を振り返りますと、カザフと日本が似ているという、新しい側面

が見えてきます。もちろん天然資源を輸出する国と、輸入する国という違いはありますが、

私たちは、中国とロシアに隣接し、それぞれ、国境を越えた広い地域での経済統合を目指し

ているところが共通しています。日本が TPP を目指す一方、カザフスタンはユーラシア経済

連合で貿易自由化の中核を担っています。また私たちは中国が「ニューノーマル」（新常態）

と呼ぶ、市場の減速と隣り合わせています。日本も、カザフスタンも、こうした新しいビジ

ネス環境へ適応し、果敢に挑戦してゆかねばなりません。 

三井物産は業態変革しており、従来の trading 機能を一層進化させながら、事業投資も拡充

しています。すなわち、総合商社としての trading や marketing 機能に加え、logistics やファイ

ナンス手配、事業のリスク管理やビジネスの IT 化といったエクスパーティーズの蓄積をもと

に、様々な事業運営を行っています。 

カザフスタンにおける三井物産の資源ビジネスでは、競争力あるフェロクロム、アルミや

銅の地金など金属資源の貿易を行う一方、鉱山機械や OR タイヤの販売とメンテナンスサー

ビスを提供する関係会社の経営を行っております。それ以外の分野では、崖崩れを防ぐ落石

防止ネットなどの防災製品、また果実用の農薬やトイレ商品の販売などに取組んでいます。 

私どもの KOMEK マシナリー・カザフスタンは、コマツ様の鉱山機械と一般建設機械を取

り扱っております。またこのたび、三菱東京 UFJ 様より本邦銀行で初のテンゲ建て融資供与

を頂き、為替リスクを削減することができました。また、防災製品では世界で有数の品質と
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シェアを誇る東京製綱様がこの度、アルマトィに工場を開設されました。内製化される防災

製品を、共に更に拡販して参りたいと考えております。人口 1,700 万人のカザフスタンが大

きな市場と経済統合を目指すには、IoT（モノのインターネット）の推進も欠かせません。ヌ

ルルィ・ジョリ（カザフ経済政策）では、ここ２年で、将来の道筋となる法令の改革、IT 化

を含む基盤インフラの整備を行うと伺っております。こうした面でも、ぜひ協力させて頂き

たいと思います。 

日本もここ２年が勝負と考えており、より一層皆様と力を合わせて将来を築いて参りたく、

以上を私からの発言とさせて頂きます。ご清聴ありがとうございました。 

 

ジャングラゾフ・AO「KAZNEX INVEST」社長 

 

カズネクスインベストの主要業務は、直接投資の誘致及びカザフスタンからの輸出促進で

す。カザフスタンは内陸国で海がないので、トランジット貿易にてその役割を果たしている

と言えます。投資誘致については、2014 年以降、移行期にある経済国としては目覚しいほど

の数の投資を誘致しており、CIS 諸国の中でロシアに次いでいます。ロシアと比べると、経

済規模は 10 分の１程度ですが、投資誘致額は大きなものとなります。過去 10 年間の日本か

らの直接投資は、相当な累積額となっております。もちろん、景気の関係で直近の投資額は

減少しておりますが、まだまだ大きな余力がありますので、今後日本からの直接投資額が伸

びることを期待しております。 

われわれは、投資環境の改善に力を入れ、格付けにも常に注目しています。例えば、「貿易

の自由度」という側面から見ると、行政上の制度が改善されたこともあり、これが建設分野

の発展に寄与しました。Doing Business 格付けにおいて、カザフスタンは 35 位となりました。 

また、「優先的なエリート投資家の保護」にも力を入れるとともに、ファイナンス投資家を

重要視しております。現在、国家として工業化政策を推進しています。経済の多様化を目的

とし、石油及びガスの生産に依存しない経済を目指しております。製造業への投資について

は、工業化政策推進の開始後に大きく伸びました。2013 年製造業への投資は５億ドルに留ま

っていたのが、その翌年以降、倍増しております。また、冶金分野にも投資が誘致されまし

た。それ以外の分野である機械製造業、化学工業等への投資も、目覚しく伸びております。 

私どもカズネクスインベストは、世界有数のコンサルティング会社と共同で作業しており、

当社でも、詳しい分析を行っています。外国の投資家にとって最も魅力的なのは、化学分野

や機械製造、貿易、商業、そして食品加工業であるという分析結果が出ております。石油・

ガスの生産が多いことから、当然の分析結果であると思われます。年産 8,000 万ｔが期待さ

れるカシャガン油田の生産も開始され、2020 年には生産量を 1.5 倍にするという計画があり

ます。製油所も３カ所あり、1,500 万ｔの原油は国内で精製しております。石油化学、ガス化
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学は今後伸びる余地は大きく、大規模な投資に魅力ある分野でもあります。投資によって新

設される工場が非常に重要です。 

また、電気製品の分野の重要性を痛感しております。ユーラシア経済圏は規模も非常に大

きくなり、需要もありますので、機械製造は大きな将来性があると思います。また、商業、

貿易も魅力のある分野であり、ハードディスカウンター、家電量販店といった、販売業のな

かでも今まで存在しなかった部門が大きく伸びており、投資家にとっても、相当大きな額を

投入できる部門であると思います。 

E コマースも今後大幅に伸びると思われます。モバイル通信の普及率は 100％に達してお

ります。スマートフォンは、国民の 75％が保有しており、大きなポテンシャルがあります。 

また、国内では農作物を豊富に生産しておりますので、食品加工業も大きな伸びが期待さ

れます。カザフスタンの人口は 1,700 万人、国土の面積は世界第９位ですが、100 万都市が少

ないので、投資家も躊躇している状態でした。しかし、カザフスタンはユーラシア経済圏の

メンバーになり、隣国はロシアですので、ロシア経由での輸出にも大きなポテンシャルがあ

ります。また、カザフスタンは WTO の加盟国でもあります。 

 そして大きな将来性が期待されるのは、輸送とロジスティックス分野です。ソ連時代、カ

ザフスタンの道路は、主に南北を結ぶものでした。ソ連という大きな国の中心に原料を運び、

中心から製品をカザフスタンへ運ぶという道路でした。独立以降、カザフスタンはあらゆる

依存性から脱却するべく、さまざまな対策をとってきましたが、そこには道路建設も含まれ

ます。中国西部～西ヨーロッパを結ぶ横断道路がありますが、こちらは中国の黄海港湾まで

続いております。また、鉄道の建設も盛んでありますが、カザフスタンは、鉄道建設のテン

ポが旧ソ連のなかで最速の国です。したがって、輸送分野には大きな将来性があり、カザフ

スタンに投資をしている投資家にとっても魅力的な分野だと思います。ご清聴ありがとうご

ざいました。 

 

小杉俊行・伊藤忠商事㈱ 顧問  

 

本日は、弊社のカザフスタンでの業務活動についてご紹介させて頂き、その後、本日のテ

ーマであります「新分野開拓へのアプローチ」のひとつの方向性についてお話しさせて頂き

ます。幣社は、カザフスタンが独立して間もない 1993 年１月に、アルマトィ駐在員事務所を

開設いたしました。当初は ODA 案件を中心に業務を行い、IHI 様が施工され、2000 年に完

成した、セミパラチンスク（現在のセメイ市）のイルティシュ川にかかる吊橋が代表的なプ

ロジェクトとして挙げられます。その後、今日まではカザフスタンからの鉱物資源の輸出、

あるいはカザフスタンへの機械設備の納入を主な業務としております。これらは、いわば典

型的な業務分野といえますが、近年は新しい分野にも取り組み、具体的成果が出始めていま
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す。 

ひとつは繊維分野であり、幣社はスーツや制服の縫製を行う業者に生地を納入しておりま

す。エア・アスタナの CA の方々のユニフォームには、幣社が納入した生地が使われており

ます。また、カザフスタンでは学校で制服が導入されておりますが、学校制服に関しても引

き合いを受けており、今後の潜在的な需要があると思っております。 

 もうひとつは外装・建材です。幣社は、2010 年 10 月にクボタ松下電工外装㈱より社名を

変更されました、ケイミュー㈱と取引をさせて頂いております。外装・建材のトータルコー

ディネーターであるケイミュー㈱様とともに、カザフスタンの大手ディベロッパーへ、外壁

を納入するというお仕事をさせて頂いております。来年万博を開催するアスタナでは、大規

模な不動産開発、及び投資が進められております。弊社が納入する外壁材は、アスタナのグ

リーン・クウォーター・プロジェクトや、バーガーキング店舗の外壁にも使われております。

このように、典型的な分野のほか、近年では異なる分野にも取り組んでございます。 

 ご案内のとおり、現在カザフスタン政府は、鉱物資源への依存からの脱却のため、新経済

政策「ヌルルィ・ジョリ」を推進し、いわば経済の大きな舵を切ろうとしています。その中

で、本日のテーマでもある「新分野開拓への具体的アプローチ」のキーワードとして、「加工

地としてのカザフスタン」、「付加価値を高めた製品を生み出すカザフスタン」ということに

ついて考えてみたいと思います。 

まず、「加工地としてのカザフスタン」についてはどうでしょうか。昨年８月、カザフスタ

ンでは石油価格の下落を受けて、それまでのテンゲのペッグ制が維持できなくなり、変動相

場制に移行しました。その後、テンゲの価値は対ドルで約半分にまで下がることとなり、輸

入物価の高騰もあり、経済に大きな打撃を被ったというのは、ご案内の通りでございます。

しかし他方で、この為替レートの調整により、周辺国と比べて労働コストが相対的に下がる

ということがございまして、以前と比べ、労働コストに関しての労働力は高まっていると思

います。その結果、先ほど申し上げた縫製企業は、従来並行的に完成衣料品を輸入して国内

での販売をしておりましたが、最近ではそれを止め、自社で縫製したもののみを販売するよ

うになっております。このように、すでに新しい経済環境に対応している、あるいは今後そ

の可能性のある業種が存在すると思います。カザフスタンは、ユーラシア経済連合の加盟国

ですので、ロシアを含むその加盟国との間では関税なしで輸出できるというメリットがござ

います。カザフスタン国内に限らず、非常に大きなマーケットをターゲットに据えた可能性

があるのではないかと思います。 

 次に、もうひとつのキーワード「付加価値を高めた製品を生み出すカザフスタン」の可能

性について考えてみたいと思います。カザフスタンは内陸国であるということもございまし

て、消費地までのコストがどうしても高くなります。そのため、鉱物資源であれ、その他の

燃料であれ、そのまま輸送する場合、どうしても価格に占める輸送費の割合が相対的に大き
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くなりますので、競争力がなくなってしまうというケースが多々あります。これを克服する

ためには、カザフスタン国内でなるべく付加価値を高め、輸送費のコスト要因を減じる形で、

消費地で競争力のある商品を生み出していくということが肝要ではないかと思います。再び

繊維分野のお話になりますが、例えば、羊毛については、オーストラリアのイメージが強い

と思いますが、実はカザフスタンにも、人口を上回る約 2,000 万頭もの羊が生息しています。

その羊から刈り取った原毛をそのまま輸出するのではなく、国内でウールの生地を作り、さ

らには縫製まで行うことで、付加価値を高めて輸出するというのも方法のひとつではないか

と思います。おそらくウールのほかにも、日本企業の技術を生かすことによって国内で付加

価値を高めるのに適した製品、商品があると思いますので、本日の分科会での意見交換を通

じて、そのヒントが出ることを期待しております。 

 最後になりますが、「新分野開拓への具体的アプローチ」というところでは、それをサポー

トするファイナンスも重要な役割を果たします。カザフスタンの新分野の発展に必要な設備

や技術を日本企業が輸出する場合、あるいは事業投資を行う場合、国際協力銀行や日本貿易

保険等の融資や保険を活用することができます。他方、カザフスタン側でも、ジャミシェフ

総裁率いるカザフスタン発展銀行に果たして頂く役割は非常に大きいと思います。ぜひとも、

両国の政府系金融機関には、ファイナンス面で両国企業の活動をサポートして頂くよう、お

願い致します。伊藤忠商事と致しましても、引き続き、カザフスタンでの新分野を積極的に

開拓して参りたいと思っております。本日ご列席の皆様のご支援、ご指導を賜りながら進め

て参りたいと思いますので、引き続き宜しくお願い申し上げます。ご清聴ありがとうござい

ました。 

 
ジャミシェフ・AO「カザフスタン発展銀行」総裁  

 

 このような素晴らしい会議に参加でき嬉しく思います。皆様にお願いしたいのですが、カ

ザフスタンがエネルギー資源の国であるという見方を止めて頂きたいと思います。 

現在、カザフスタンは、経済の多様化に向けて努力しており、なかでも加工分野は非常に

重要な分野であります。そして具体的な問題を前向きに解決するために、さまざまな法整備

や具体的政策、システムの再構築が行われております。  

また、投資環境をより素晴らしいものにするということも重要です。先ほど、Doing Business

の格付けが 35 位であるというお話しがありましたが、順位は徐々に上がってきております。

カザフスタンの税制面での優遇ほかさまざまな整備が行われていることを皆様にもよく知っ

て頂きたいと思います。 

 また、カザフスタンが内陸国である点についても、先ほどお話がありました。地理的に閉

鎖されており、海へのアクセスがありません。西ヨーロッパと中国西部を結ぶ輸送経路の構

築については、実はこれまであまり活発なものではありませんでした。しかし、前述の内陸
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国のマイナス面、いわば大陸の中心にあるという点を生かすのが新しいプログラムです。太

平洋側から中国、カザフスタン経由にてヨーロッパという輸送ルートは、海路と比べてもは

るかに輸送期間を短縮できます。 

また、カザフスタンはオープンな市場であり、ビザの簡易化、ノービザ制度、その他諸外

国との投資協定、自由貿易協定締結などを進めているところです。そして人口規模は 1,700

万人と小さな国ですが、周辺国及びユーラシア経済連合全体をみますと、非常に大きな市場

の一員ということになります。つまり、皆様はカザフスタンを経由することによって、さら

に大きな市場へ参入することが可能であるとの利点を使って頂きたいと思います。 

 カザフスタン発展銀行は、バイテレク・ホールディング・グループの一員であり、グルー

プでは中小企業に支援を行う様々な機関を有しており、傘下には輸出保険関連の会社もござ

います。民営化プロジェクトに参加するためのサポート機能を持つ会社もございます。単独

では民営化が難しいという企業向けにサポートを行う組織等もございます。なかでも力を入

れているのは、製造業の発展プログラムを行うためのファイナンスでございます。私どもは

多くの海外の銀行、貿易保険やその他保険関連の会社ともお付き合いさせて頂いております。

私どもを通してスキームを作ることで、これまで不可能であったプロジェクトの実施が可能

です。現状、カザフスタンではファイナンス面での問題があることは事実ですが、大型プロ

ジェクトを実施するとなった場合、カザフスタン発展銀行がギャランティーを行うことで、

皆様のリスクを削減させることができます。クレジットラインを開き、輸出保険をつけ、プ

ロジェクト自体のリスクを最小限に抑えることが可能です。今現在、プロジェクトのファイ

ナンスのための制度自体を整備しているところです。 

 私は、将来への提案を申し上げているわけではございません。これまでの既存の協力関係

も数多くありますし、皆様の中にもカザフスタン発展銀行とお付き合いのある企業様はたく

さんいらっしゃると思います。そういった意味でも、これから始めるのではなく、今後も継

続続していくということです。三井住友銀行、JBIC、三菱東京 UFJ 銀行とは、ファイナンス

に関し、既に合意に至っております。これは、アクタウ港拡大プロジェクト、そして南カザ

フスタン・アクシャブラク油田ガスタービン発電所の建設等にかかるファイナンスです。こ

のように、我々は数々の日本の金融機関の参画のもと、様々なプロジェクトを実施している

ところでございます。 

もちろん、カザフスタンへの投資には様々な制限があるということは、事実かもしれませ

ん。しかし、今問題となっているようなことでも、明日には解決するかもしれません。カザ

フスタンは開発途上の国であるため、未解決の諸問題、及び困難な点もございますが、日本

の投資家の皆様に申し上げたいのは、カザフスタンは日本の経験、技術に大きな関心をもっ

ております。そして、可能でしたらそれを我が国に技術移転し、さまざまな共同プロジェク

トをおこすことによって、カザフスタンの製造業の発展を図りたく、そのためにも日本の皆
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様との関係強化に期待しております。 

 

平野克己・（独）日本貿易振興機構 理事   

 

ジェトロは日本の貿易投資促進機関でございます。カザフスタンについては、タシケント

から業務を見させて頂いておりますが、これまで皆様のお話をお聞きし、産業多角化、経済

の自立、拡大について強い意思を持っておられると確信いたしました。ジェトロといたしま

しては、この場にいらっしゃる企業の皆様、またその輪を更に広げるためにも、明日、カザ

フスタン投資セミナーを開催いたします。日本の経済界において、カザフスタンへの関心を

さらに喚起していきたいと考えております。また、今年５月にはカザフスタンの鉄道インフ

ラのセミナーを開催し、予想を大きく上回る 200 人のご参加があり、日本のなかにも強い関

心があることを実感しております。 

ジェトロはこの他にも、ミッション派遣、アジア最大の食品見本市 FOODEX への出展支

援などを行っておりますが、細かいスキームにつきましては分科会にてご紹介いたします。 

何と言っても、来年に開催されるアスタナ万博の日本パビリオンの準備を進めているとこ

ろですが、この機会を利用し、われわれもカザフスタンでのチャンネルを大きく増やしてい

きたいと思っております。その観点におきましては、昨年度、KAZNEX INVEST と MOU を

結ばせて頂きました。この KAZNEX INVEST との関係をさらに深めていくことによって、日

本におけるカザフスタン経済情報の流通、さらなる普及に努めたいと考えております。産業

多角化を進めていくうえでは、その国がもつ国際競争力、及び比較優位という観点が非常に

重要なわけですが、その観点からいうと、カザフスタンのもつ豊富な土地資源、そしてその

地理的な位置－シルクロードの中間にあるという物流における重要性、この２つを念頭にお

きながら、日本とカザフスタンとのチャンネル拡大に向けて努めていく所存でございます。

ありがとうございました。  

 

クルマンガリエヴァ・保健・社会発展省 官房長 

 

保健・社会発展省を代表し、皆様にご挨拶を申し上げるとともに本会議の開催をお祝い申

し上げます。 

今日、日本とカザフスタンとの関係は、保健分野においても発展しております。1994 年以

降、セミパラチンスク核実験場周辺地域に住む住民への放射線の影響を最小限に止める協力

が続けられています。また、広島市民の方々より、人道支援として医療機器や医薬品が寄付

されており、セミパラチンスクの医療機関を通しての支援頂いております。さらに、日本の

専門家の方々に、セミパラチンスク地域の住民に検査、健康診断を行って頂いており、すで
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に１万 4,000 名が、診察や治療、手術を受けております。  

 また、学術分野での協力についてですが、国立医科大学や放射線エコロジー研究所が、広

島大学や長崎大学等の日本の大学との協力を推進しているところでございます。学生、教職

員のレベルアップのため、日本の医療関係基金、機関、大学等で研修を受けさせて頂いてお

ります。最近では、毎年、重症患者を日本の優れた医療機関等で治療頂いており、良好な成

果が出ております。 

 今後の協力についてですが、私どもとしては日本との協力をぜひとも推進いたしたく、そ

の優先分野としては公衆衛生があげられます。近代的な診断、リハビリを行える機器を導入

していきたいと思っております。それとともに、診療機関等との連携も推進していきたいと

思っております。また官民パートナーシップでの協力も推進していきたいと思っております。

外国からの投資、日本からの投資を誘致したいと考えているところであり、日本のメーカー

の皆様からも、互恵の原則のもと、医療機器を私どもの機関に提供頂ければと思います。 

もうひとつ、協力分野として重視しているのは、エレクトロニクス医療であり、スマート

医療を含めての交流を考えていきたいと思っております。また、保健分野での雇用に関し、

日本の厚生労働省と覚書を結びたいと思っております。ありがとうございました。  

 

片瀬裕文・経済産業省経済産業審議官  

コメント 

 

まずは双方の一致点として、従来のエネルギーに加え、食品、農業、保健・医療を含めた

さまざまな分野で発展の可能性があるということが確認されたと思います。その中での課題

として、投資環境整備に尽力されてきたということが分かりました。それと同時に、他にも

まだ課題はあるのだろうというのが日本側の意見だったと思います。加えて、金融の重要性

も指摘されました。   

私達としては、それを具体的にどのように進めていくかコメントしたいと思います。 

１点目は、今申し上げた課題について具体的にどのように取り組んでいくのか、本日の分

科会も含め議論を深めていくことが重要であるということです。 

２点目は、ユーラシア経済同盟がどのように運用されていて、どのくらいのメリットがあ

るのかということについてです。この点ついては理解している日本企業もあるかと思います

が、大半の企業はよく分かっていないと思いますので、その理解を深めるための働きを双方

で行う必要があるということです。 

３点目は、今後の日本企業の海外展開で比重を高めていくのは中堅企業であり、そうした

企業の進出を高めるための努力をすることが必要だと思いますので、ジェトロにも尽力頂い

て進めていく必要があると思います。 
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ハイロフ・カザフスタン共和国投資･発展省次官 

コメント 

 

まず私のほうからは、大変良く事前準備をして頂きました ROTOBO の皆様に感謝申し上

げたいと思います。そして、お忙しいところ、ご参加の皆様に御礼申し上げます。 

参加者の皆様のお名前等々拝見させて頂いております。もし今後、カザフスタン側に対し

て何らかのアプローチをされたい場合、また具体的な質問等がある場合、どうぞ私どもへご

一報ください。必ずお答えいたします。 

片瀬審議官が先頭に立って今回の協議会を主導してくださったこと、来年の EXPO2017 を

目前としてこのような会合ができたことを嬉しく思います。来年、日本からたくさんの旅行

者がカザフスタンを訪れることを期待しております。ありがとうございました。 

 

議事録調印 

 

全体会合の最後には、第６回日本カザフスタン経済官民合同協議会の議事録調印が行われ、

協議会の両国議長及び副議長の４名が調印した。 
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＜分科会要旨＞  

 

第１分科会 

日本・カザフスタン経済関係発展における新分野 

 

 第１分科会は、今回の協議会テーマである「新分野開拓への具体的アプローチ」を象徴す

る分科会であり、日本側からは、その技術･経験の特色を生かした有望新分野の好例とも言え

る防災、水・環境、資源高度加工に関する報告が行われ、カザフスタン側からは、医療、鉱

物資源開発における新しい試み、人工知能技術について報告が行われた。 

 最初の報告者である浅井・東京製綱部長は、同社のカザフスタンにおける防災事業の取組

みについて説明した。同社がアルマトィの道路で実施しているマイティーネットと呼ばれる

落石予防事業、また本年、護岸用の高強度ワイヤを使用した防災製品を製造する工場を設立

したこと等について紹介した。地球温暖化の影響により、大規模河川の氾濫が問題となって

いることに触れつつ、今後はこうした護岸用設備の導入についてもカザフスタン側に提案し

ていきたいとの意欲を述べた。 

 次に、チニケエフ「KazMedTekh」社長が医療機器をリースする国営企業としての同社の活

動を簡単に紹介し、近年は OEDC 諸国との関係強化を進めていると述べた。また、カザフス

タンにおける乳幼児死亡率低減に関わる取組み、初期診断に重点を置いた医療制度改革、地

方の医療機関の充実、PPP を活用した医療インフラの拡大等の政策目標について説明し、関

連する官民共同プロジェクトで日本と協力できることは非常に多いとの見解を示した。 

 続いて、栗岡・丸紅部長が同社の水ビジネスについて説明を行った。現時点で同社はカザ

フスタンでまだ水ビジネスを展開していないが、同国の上下水道事情や最近の PPP 法の成立

に鑑みるに、市場としてのポテンシャルは大きいと述べた。EPC、O&M、BOT／BOO 等の

事業スキームをあげ、同社が手がける BOT スキームの一例として、中国の四川省・成都市で

仏ヴェオリアとともに水処理事業を実施しており、それが安定的に操業を続けていることを

紹介し、今後カザフスタンにて新しい水事業を展開する可能性について期待を述べた。 

 ヌルジャノフ「Kazgeologiya」社長は、既存の協力分野である資源開発に関し、新しい協

力の可能性があることを指摘した。現在、カザフスタンには未開発鉱山が多くあり、投資を

活発化させるべく探鉱データの提供に関する規制緩和を進めている旨述べた。また、「ゲオケ

ミカルラボ」等の産学協力を通じて、新しい技術クラスターを育成する取組みについても述

べた。また、カナダ企業等と新しい物理探査技術の開発に取り組んでいる例も挙げ、既存分

野に新領域が広がっていることを示唆した。 

 川口・アプローズ専務取締役は、化粧品の紫外線遮蔽材アクアセリアを紹介した。これは

工業用の近赤外線、放射線の遮蔽材としても使用できる可能性があり、原料であるセリウム
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の価格が低下している今が商機と指摘した。現在、カザフスタンで産出したセリウムの共同

研究開発の可能性を探っているとも述べた。 

 次の報告では、クダイベルゲン・イノベージョン技術アカデミー所長が人工知能開発の歴

史を振り返り、将来の展望について語った。 

 最後に、モデレーターを務めた齋藤・三菱商事次長はカザフスタンにおける課題に日本企

業の技術や経験が役に立つようマッチングを模索していくことが今後の二国間協力の鍵だと

述べた。 

 

第２分科会 

未来のエネルギー～EXPO2017 と観光 

 

 第２分科会は来年アスタナで開催される EXPO2017 のテーマである未来のエネルギーをメ

インテーマとして報告が行われた。 

 ウラザコフ・国営会社「Astana EXPO2017」局長は、日本の参加意思表明を歓迎し、代替

エネルギーの開発において先進国の中でも重要な位置を占める日本からの最新技術、イノベ

ーション、特に再生可能エネルギーやグリーンエネルギーの紹介に期待を表明した。同局長

は日本人が旅行好きであるという点にも触れ、日本からの来場者が大きな割合を占めること

への期待も表明した。 

 続いて、中村・2017 年アスタナ国際博覧会日本政府代表が日本館について紹介した。中村

代表は、出展テーマである「Smart Mix with Technology」について、エネルギー資源に乏しい

日本が多様なエネルギー源の利用を通じ、安全性や環境に配慮しながら低コストかつ安定的

エネルギー供給を目指してきた取り組みや技術について発信するという思いが込められてい

ると説明した。また、在来エネルギーに新エネルギーや近未来型エネルギーを加えたエネル

ギー源のベストミックスや日本が世界をリードする省エネ技術と省エネに対するマインドを

伝えていきたいと述べた。 

 次にモデレーターのケネエヴァ「KAZNEX INVEST」社長顧問は、カザフスタンの観光分

野のポテンシャルを紹介した。ビザ制度の緩和により、日本を含む世界各国からカザフスタ

ンへの歴史探訪、エコツアー等を目的とした観光客が増えていることを指摘した。カザフス

タンの主要都市や地方の魅力についても紹介し、EXPO2017 の開催が同国の観光の可能性拡

大につながることへの期待を述べた。 

 最後に、熊谷・東芝原子力事業部原子力海外技術部担当部長は、東芝の中核事業のひとつ

であるエネルギービジネスに関する取り組みを報告した。特に同社が最も注力している原子

力分野についてはカザフスタンに対して新規電源として AP1000 型の原子力発電を提案して

いることを紹介した。また、水素社会の実現に向けた活動も継続していると説明した。 
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第３分科会 

交通･都市インフラ分野における協力 

 

 第３分科会は、交通・都市インフラを対象とし、本協議会のカザフスタン側カウンターパ

ートである投資･発展省が運輸分野を所管するようになったことから、初の試みとして取り上

げたテーマである。司会は当会・ロシア NIS 経済研究所の遠藤所長が務めた。 

 まず、増田・国土交通省課長補佐は、「経協インフラ戦略会議」という官邸主催の会議につ

いて紹介し、同会議で毎年決定される「インフラシステム輸出戦略」に基づき、日本が 2020

年には約 30 兆円のインフラシステム受注を目指している現状について述べた。また、民間の

海外進出のリスク軽減への取組みとして、官民ファンド「海外交通・都市開発事業支援機構」

を設立し、民間企業の海外展開を積極的に支援していることも言及した。カザフスタンとの

間では、国土交通省とカザフスタン投資・発展省との間で、交通分野における協力覚書が締

結され、カザフ国鉄の貨物輸送の運営改善に関する調査が実施されたことを紹介した。 

 次に、アムレエフ・クィズィルオルダ州ジャナコルガン地区地区長は、同州が進める資源

依存脱却に関する諸政策を紹介した。冶金、農業、輸送・ロジスティックス、中小企業振興、

及び観光業の発展を重視し、これに関連して、国際空港の新規建設等、中国、ロシア及び欧

州との協力プロジェクトの進捗を説明した。 

 西村・日本貨物鉄道室長は、カザフ国鉄との協力例として現地セミナーの開催の紹介を皮

切りに、様々な協力の可能性について言及した。カザフ国鉄での鉄道貨物輸送形態が、約 40

年前に日本も国鉄だった頃のオペレーションと同じで定期運行されていない点、政策的に運

賃が安価に抑制されている点を挙げ、鉄道輸送は安いが頻度や正確性でトラック運送と競争

できない可能性を指摘した。今後はそのシステム改善のため、カザフ国鉄には業務効率化、

サービス向上、輸送品質の向上に関するコンサルティングを実施したい旨述べた。 

 サケノフ「KTZh Express」代表は、コンテナ輸送の改善により、カザフスタンでは中国・

欧州間の同国経由量が2011年に比べて40倍に増加したと述べた。中国との協力においては、

連雲港を活用し、日本との関係では、日本と韓国の港と連雲港を結び、黄海、日本海、南シ

ナ海での輸送を拡大、JR と協力し情報システムの強化等を進めていきたいと述べた。 

 日本信号国際営業部の近内氏は、鉄道信号システムの中核である電子連動（CBI）につい

て紹介した。CBI は安全や性能はもちろん、メンテナンス性や他機器とのインターフェイス

性も考慮した設計で、操作性や保守性に優れていると述べた。コアユニットをカザフスタン

に提供し、周辺機器を同国で製造することで調達の問題をクリアできるのではと述べた。 

 ヤナバエフ投資・発展省主任専門家は、国際トランジット回廊と国際自動車道の近代化に

ついて説明した。今後の展開として、各種モニタリングシステムの整備等、ITS 技術の活用

によるポテンシャルは大きいとの評価を示した。 
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 最後に、司会の遠藤所長は、その地理的重要性から輸送及び物流面においても大きな潜在

性を秘めており、二国間の相互補完的な協力の展開が期待されると述べた。 

 

第４分科会 

投資協力のためのイニシアチブ 

 

 第４分科会は、投資協力に有益かつ必要な諸制度について両国から報告が行われた。 

 最初にケリムベトフ・国際金融センター「アスタナ」（AIFC）総裁は、まさに「投資協力

のためのイニシアチブ」のツールとなる AIFC について紹介した。AIFC はまず EXPO2017

の中でローカルなセンターとして活動をスタートし、インフラ整備や国営企業の民営化など

に参画するが、その後、活動範囲を拡大して地域の金融センター、さらには日本を含む海外

の経験を生かした国際的な金融センターとして発展することを目指していると説明した。 

 次に、浅野・三菱東京 UFJ 銀行アルマトィ駐在員事務所所長は、カザフスタンにおいて中

央アジアに進出する日本企業だけでなく、地元企業とも取引を行っており、複数の案件に対

するファイナンスの実施状況を説明した。同行は各種情報提供や商談会・セミナーの開催等

も行い、日本企業の進出や投資を後押ししているので、今後の日本企業の拡大、両国の関係

発展にも積極的に貢献する意欲を述べた。 

 続いて、ジャミシェフ・カザフスタン発展銀行総裁は、製造業やインフラ分野の融資プロ

ジェクトへのファイナンスが同行のメイン業務であり、化学分野が約 33％、冶金・金属分野

が約 26％、金融分野が 21％と説明した。また、国内外の銀行との共同融資を積極的に進めて

おり、日本との関係拡大への期待を表明した。 

 次に、吉村・JETRO 審議役は、JETRO の中堅企業支援について紹介し、小規模ながら、文

具メーカー、空調メーカー、健康・衛生分野の企業などの関心に個別に対応してきた成果を

報告し、中小企業支援を通じて、カザフスタンへの進出を支援していく意欲を語った。 

 タスマガムベトフ「サムルク・カズィナ」局長は、2016 年から実施されている民営化プロ

グラムについて紹介した。民営化には 172 の中堅企業リストと 44 の大企業リストがあり、前

者については 2017 年までに資産売却を完了し、後者については 2018 年以降を予定している

ことが説明された。あらゆる情報についてオープンな形で情報が共有されるので、日本企業

にも関心を示してほしいとの希望を語った。 

 最後に、アイダロフ・KAZNEX INVEST 副社長が登壇し、カザフスタンにおける投資環境

整備の現状について、2014 年から始まった投資家に対する新しい優先政策の現状と経済特区

の整備状況を中心に紹介された。中でも、中国と欧州を結ぶゲートウェイとなるカザフ南東

部、中国との国教に位置するホルゴスの経済特区について、その重要性が強調された。 
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＜参考資料１：交換文書一覧＞  

 

第６回日本カザフスタン官民合同協議会にて交換された文書一覧  

                           （当日交換順） 

                         

1． カザフスタン発展銀行と㈱三菱東京 UFJ 銀行との間の、再生可能エネルギープロジェク   

ト向けファイナンスに関する覚書 

    締結者： ㈱三菱東京 UFJ 銀行 吉川英一 専務取締役 国際部門共同部門長 

   カザフスタン発展銀行 B.ジャミシェフ 総裁 

 

2． 丸紅とカザトムプロム間の協力に関する覚書 

    締結者： 丸紅㈱ 國分文也 代表取締役社長 

   AO「カザトムプロム」 A.ジュマガリエフ 社長 

 

3． カザフスタン共和国アティラウにおける高純度テレフタル酸及びポリエチレンテレフ 

タラートプラント建設プロジェクトの共同実施に関する覚書 

    締結者： 丸紅㈱ 岡田英嗣 エネルギー・環境インフラ本部長 

   「Almex Petrochemical」 B.アクチュラコフ 社長 

 

4． カザフスタン国マンギスタウ州向け海水淡水化案件に関する覚書 

    締結者： 丸紅㈱ 岡田英嗣 エネルギー・環境インフラ本部長 

   AO「KAZNEX INVEST」 B.ジャングラゾフ 社長 

 

5． ㈱千代田テクノルと RGP「核物理研究所」の間の覚書 

    締結者： ㈱千代田テクノル 細田敏和 代表取締役会長 

   RGP「核物理学研究所」 Ye.ケンジン 副所長 

 

6． カザフスタンのセキュリティ強化に向けた協力に関する覚書 

    締結者： 日本電気㈱（NEC） 山品正勝 執行役員 

   豊田通商㈱ 青木厚 執行役員 

   AO「KAZNEX INVEST」 B.ジャングラゾフ 社長 

 

7． AO「KazExportGarant」と日本貿易保険との協力協定 

    締結者： 日本貿易保険（NEXI） 小山智 理事 

   AO「KazExportGarant」 R.イスカコフ 社長 

 

8． ㈱三菱東京 UFJ 銀行と AO「KAZNEX INVEST」との間の協力についての覚書 

    締結者： ㈱三菱東京 UFJ 銀行 小川浩一 執行役員国際業務部長 
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   AO「KAZNEX INVEST」 B.ジャングラゾフ 社長 

 

9． 国家発展エージェンシーとジャパン・テクノロジー・グループ間の協力覚書 

    締結者： ジャパン・テクノロジー・グループ 山本光良  

   マネージング・ディレクター 

   AO「国家技術発展エージェンシー」 S.イズテレウオフ 総裁 

 

10． ㈱プロコエアサービスとAO「KAZNEX INVEST」との間の相互理解についての覚書 

    締結者： ㈱プロコエアサービス 三木武彦 社長 

   AO「KAZNEX INVEST」 B.ジャングラゾフ 社長 

 

11． KMEW 製外壁材のカザフスタンにおける導入に関わる協力のための覚書 

    締結者： ケイミュー㈱ 野浦高義 代表取締役社長 

   伊藤忠建材㈱ 柴田敏晶 代表取締役社長 

   サムルクカズィナ・デベロップメント N.トゥリベコフ 総裁 

 

12． クリスタル・マネジメント社と日揮株式会社との協力に関する覚書 

    締結者： 日揮㈱ 佐藤雅之 代表取締役会長 

   クリスタル・マネジメント社 D.サイズンウリィ 社長  

 

13．  第６回日本カザフスタン経済官民合同協議会 議事録 

    締結者： 片瀬裕文 日本カザフスタン経済官民合同協議会日本側議長 

／経済産業省経済産業審議官 

   太田道彦 日本カザフスタン経済官民合同協議会日本側副議長 

／日本カザフスタン経済委員会会長 

Ye.ハイロフ 日本カザフスタン経済官民合同協議会カザフスタン側議長 

／投資・発展省次官 

         S.エシムベコフ 日本カザフスタン経済官民合同協議会カザフスタン側副

議長／カザフスタン日本経済委員会会長 
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＜参考資料３：分科会資料＞ 

第１分科会 

ヌルジャノフ・AO「Kazgeologiya」社長 

「カザフスタンの鉱物資源分野における投資」 
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第２分科会 

ウラザコフ・国営会社「Astana EXPO2017」参加国対応局 局長 

「アスタナ EXPO2017 国際博覧会プレゼンテーション」 
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第３分科会 

サケノフ・AO 国営「KTZh Express」代表 

「カザフスタンの運輸･ロジスティクス･コンプレクスの現状」 
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第４分科会 

タスマガムベトフ・AO 国家福祉基金「サムルク・カズィナ」民営化･資産再編局 局長 

「『サムルク･カズィナ』グループ企業の民営化プログラム」 
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